
新型インフルエンザ等対策推進会議（第９回） 
 

日時：令和６年１月 25 日（木）10 時 15 分～12 時 00 分  

場所：中央合同庁舎８号館１階 講堂  
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１．開 会 

２．議 事 

（１）委員等プレゼン・有識者等ヒアリング（４） 

（サーベイランス・DX、高齢者・障害者・こどもへの対応） 

  （２）その他 

３．閉 会 
 

（配付資料） 

資  料１ 委員等からのプレゼンテーション、有識者・関係団体ヒアリング（４）について 

資  料２ 独立行政法人 国立病院機構三重病院 谷口院長 提出資料 

資  料３ 公益社団法人 全国老人福祉施設協議会 山田副会長 提出資料 

資  料４ 公益財団法人 日本知的障害者福祉協会 井上会長 提出資料 

資  料５ 国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 小児内科系専門診療部 こころの診療科 

田中診療部長 提出資料 

資  料６ 学習院大学 秋田教授 提出資料 

資  料７ 感染症危機対応における国際規範強化をはじめとする国際社会の連携について 
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参考資料２ 内閣感染症危機管理統括庁ロゴマークについて 



委員等からのプレゼンテーション、有識者・関係団体ヒアリング（４）について 

（サーベイランス・DX、高齢者・障害者・こどもへの対応） 

 
ご発表者 
 
 
（１）サーベイランス・DX 
 

○一般社団法人 Medical Excellence JAPAN 笠貫 宏 名誉理事長 
 

○独立行政法人 国立病院機構三重病院 谷口 清州 院長 

（一般社団法人 Medical Excellence JAPAN 

四次元医療改革研究会感染症危機管理における情報システム分科会 会長） 
 

～対応者入れ替え～ 

 
 

（２）高齢者・障害者・こどもへの対応 
 

○高齢者分野 

・公益社団法人 全国老人福祉施設協議会 山田 淳子 副会長 
  

○障害者分野 

・公益財団法人 日本知的障害者福祉協会 井上 博 会長 
  

○こども分野 

・国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 小児内科系専門診療部 

こころの診療科 田中 恭子 診療部長 
 

・秋田 喜代美 学習院大学教授、東京大学名誉教授 

 

新型インフルエンザ等対策推進会議（第９回） 

（令和６年１月 25 日） 
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来るべき新たなパンデミックに備えた
サーベイランス戦略

第9回新型インフルエンザ等対策推進会議 ヒアリング資料

国立病院機構三重病院 病院長 谷口清州
MEJ 四次元医療改革研究会 第二分科会 会長

東京財団政策研究所 研究主幹

新型インフルエンザ等対策推進会議（第９回）
（令和６年１月25日）
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感染症危機管理とは（Crisis management）
破滅的な状況が発生したときにその影響を最小限に押さえるための一連のプロセス

データ入力

• 流行状況

• 重症化

• 医療負荷

• 国民のRisk 

perception

評価

• 科学的な評
価

• 技術的なア
ドバイス

• 先を読んだ
戦略的調
査・研究

決断

• 政治的な決
断と社会的
な対策

• 技術的な対
策

対策の出力

• 対策実施

• コミュニ
ケーション
（国民への
明瞭な説
明）

• 評価と
フィード
バック

十分な正確なデータが入力されなければ、判断できない、あるいは間違った判断に帰結する 2



日本のサーベイランスは感染者診断時報告のみ
• 詳細な臨床情報はわからない
• その後どうなったかわからない
• 感染に結びつく行動はわからない
• 重症化因子わからない
• 医療負荷わからない
• 国民の意識がわからない
• 治療薬やワクチンの開発につなげ

られない
• ワクチン接種を開始してもその効

果や副反応評価はすぐにはできな
い。

• 国民にエビデンスを示せない
• 効果的な対策につなげられない

今回のパンデミックは第15条を使って人力で
調査したが、継続性の課題があった

3



サーベイランスとは
n. Close observation, especially of a suspected spy or criminal; ORIGIN French, from sur- ‘over’ + veiller ‘watch’ 

（ The Concise Oxford Dictionary. Ed. Pearsall J. Oxford University Press, 2001. ）
つまり、報告させることでは無く、現場での活動状況を上から俯瞰する

The ongoing, systematic collection, analysis, and interpretation of health-related data essential to planning, 
implementation, and evaluation of public health practice, closely integrated with the timely dissemination of these 
data to those responsible for prevention and control
（Thacker SB, Birkhead GS. Surveillance. In: Gregg, MB, ed. Field epidemiology. Oxford, England: Oxford University Press; 2008.）

[sərvéiləns]surveillance

• そもそも届出とサーベイランスは異なる。全数届出の情報をもとに全数届出サーベイランスを
行っている。つまり別物である。

• 届出の意義
– 届出は本来感染した個への行政的・医療的対応を行うためのものである
– 現状では軽症例・無症状で探知されていない感染者は地域に多数存在する
– 故に全数であっても定点であっても症例数カウントはあてにならないので、異なる指標を用いるのが世界

標準である（eg. 陽性率、下水サーベイランスによるRNA濃度）
• サーベイランスとは

– サーベイランスは感染者の集団におけるデータを収集して全体の感染症のコントロールに活かすためであ
るため、届出とは根本的に異なる

– サーベイランスには個人情報による届出は必要ない
– サーベイランスには必ずしも全数は必要ない
– 対策に必要な情報をいかにして効率的に負荷をかけずに収集できるかを考えるべき。

4



世界初の組織的なサーベイランス

William Farr (1807 – 1883)
• 英国統計情報局長（Superintendent of statistical department, General Register Office, 
England and Wales）
• 医学統計学の祖

• 1849年のロンドンにおけるコレラの大流行
– ロンドンにおいて初めてVital statistics（人口動態統計）を開始
– 死亡データの詳細な統計学的解析によりコレラの死亡患者はテムズ川の近く

の低地に多いことを証明
– 悪い空気が低地にたまる：the miasmic theory（瘴気説）

• John Snow はFarrによって作成されたデータを使用して
水系感染を提唱

• 1853年の流行の際にFarrはさらに統計学的証拠を提出
（多因子説）

• John Snow もさらなる解析データを提出し、Farrはこれ
に引きつけられる

• 1866年の流行の際にFarrはSnowの説を受け入れ、統計
学的にこれを証明して公衆衛生対策に反映させた

広く浅く俯瞰した

狭く深く追求した 5



政策判断への入力：サーベイランスの原則
現場でなにがおこっているのかわからなければ対策は立てられない

• 原則その一：サーベイランスは疾病対策のゴールへの道筋であり、どう使うかの明確な目的が必要。
• 原則その二：現場のルーチン作業を支援し共有し、邪魔をせずに「上から覗き見る」方法を考える。
• 原則その三：サーベイランスは浅く広くと深く狭くの組み合わせである。
• 原則その四：目的に従ってシンプルなサーベイランスを組み合わせ負荷を分散する。
• 原則その五：サーベイランスのプレイヤーにおける負荷の和は常に一定である。
• 原則その六：全数報告がすべてではない。適切な分母と分子で必要な指標は入手できる。
• 原則その七：単一の情報で評価せず、マルチソースの情報から包括的に評価する。

6
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COVID-19パンデミックの推移と対応

第4波 第5波 第6波 第7波 第8波第3波第2波第1波

治療法・診療体制

感染予防・まん延防止

ガバナンス・行政体制

繁華街〜地
域〜全国

都会での
高止まり

若年・壮年
〜高齢者

福祉・医療
施設クラス
ター多発

医療・保健
所のひっ迫

東京2020
大会

アルファ株
による流行

接種率上昇・
急速収束

デルタ株
による流行

流行規模
増大

壮年層の重
症者数増加

重症病床
のひっ迫

オミクロン株
による流行

大規模化
軽症化

死亡数増加

軽・中等症病
床、救急逼迫

外来・検査体
制の深刻な逼

迫
軽症者へ受診
控え呼掛け

死亡数
増加

報告基
準変更

5類化
見込み

“制限の無
い流行”

BA.5
による流行

武漢市からの
ウイルス持込

主に欧州か
らの持込

武漢チャー
ター便

クルーズ船
DP号対応

散発的
クラス
ター

さっぽろ雪
まつり

「三密」クラス
ター対策

指定感染症
検疫感染症

政府基
本方針

感染症学会「抗ウイ
ルス薬の考え方v1]

病床
拡大

「診療の手引き
v1]→適宜改定

積極的疫学調査
実施要領

対策
本部

積極的疫学調
査重点化

ワクチン接種

領域別ガイ
ドライン

福祉施設対
応強化

自己検査・自
宅療養推進

さらなる
重点化

「制限を行
わない」

５類化へ

軽症者へ受診控
え呼掛け

大東文化大学 中島一敏博士による
7



持続的な詳細な臨床情報：重症度評価

患者発生情報
- ヒト、場所、時間に関わる情報
ウイルスの抗原性・ゲノム
疫学情報
- 潜伏期、感染経路、感染性の評価
地域における感染リスク
医療体制への負荷

時間経過

パンデミック発生
国内侵入

患
者
数

PoE screening

国内流行早期の患者発生
- 第一例の早期探知
- 疫学情報
- 臨床情報
- ウイルス情報

ワクチン完成

ワクチン接種率
効果と副反応

平常時からのサーベイランス
国際サーベイランスによる世界の感染症発生状況
国際標準の急性呼吸器感染症サーベイランスの運用
症候群アプローチによる病原体サーベイランス
イベントサーベイランス

意識・行動サーベイランス

電子カルテデータからの症例カウント

病原体・ゲノムサーベイランス

疫学調査

定点急性呼吸症候群サーベイランス

V-safe、VAERS+VSD

FF100サーベイランス

重症度・リスク因子等詳細垂直サーベイランス

パンデミックフェーズ毎対策に必要な情報とそのサーベイランス

8



サーベイランスの戦略的運用と包括的評価
水平サーベイランスと垂直サーベイランスの組み合わせ

• 水平サーベイランスはそもそも地域の流行状況を把握することが目的
⁃ 全数であれば流行を把握する必要最低限
⁃ 受診行動と医師の診断行為に大きく影響を受ける
⁃ 軽症者・無症状者の多い疾患では患者数カウントなど無意味
⁃ 分母と分子にてリスクを把握する

• 単一のサーベイランスにて対策に必要なすべての情報を得ることなど
出来ない

• 垂直サーベイランスで人口単位や詳細な情報を調査する
– 全員から集めようとすると抜けが多く統一性も迅速性も落ちる
– 施設の負荷を分散する
– 平常時の状況がわからなければ、危機発生時の異常が判断できない（ベースライン）

• 縦糸と横糸を組み合わせたサーベイランスの設計

水平的なサーベイランスにより地域の流行像を広く浅く俯瞰する

水平的なイベントサーベイランスにてクラスタを探知する
垂
直
サ
｜
ベ
イ
ラ
ン
ス
で
感
染
リ
ス
ク
を
評
価

垂
直
サ
｜
ベ
イ
ラ
ン
ス
で
患
者
重
症
度
を
評
価

9



現状では症例数カウントは流行を反映しない
多くの感染者は軽症・無症状で感染に気付いていないので受診しない

オミクロン株の
流行及び基礎免
疫を持つ人の増

加

軽症例・無症状
例が増加

当然受診しない、
受診しても検査

しない

どこの医療機関
でも患者数は見
かけ上減少する

JAMA Network Open. 2022;5(8):e2227241. doi:10.1001/jamanetworkopen.2022.27241 (R 

現状の感染者数は過小評価
世界標準は急性呼吸器感染症サーベイランス 10



地域における感染ピラミッド
確定新型コロナ
としてカウント

検査施行

医療機関受診

症状発現

新型コロナ感染

急性呼吸器感染症

オミクロン期になって
有症状者、受診者が減少

11
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https://coronavirus.data.gov.uk/

英国における陽性率は過去の流行波に比肩する

13



重症化率は持続性をもって監視している

US CDC CIVID Data Tracker より 14



提言

今般のCOVID-19への対応を省み、明確なサーベイランス戦略を打ち立
て、日本版のデジタルサーベイランス網を早急に整備すること。

サーベイランス戦略においては、浅く広い水平サーベイランスと狭く
深い垂直サーベイランスの組み合わせによる多元的な（Pluralistic）
サーベイランスを構築すること。

Medical Excellence Japan. 四次元医療改革研究会 令和4年度第二分科会15



現場は毎日大量のデータ入力を余儀なくされた

16



電子カルテからCOVID-19患者情報抽出プログラム

• 実際に必要な報告項目を抽出してCSVデータとしてUSBメモリに出力可能
• 電子カルテに入力したデータを最大限利用する。
• 再入力の手間とミスタイプを無くす
• 今後これらを地域での共有ネットワーク化すれば病診連携にも役に立つ 17



米国で進められた国民を護るための情報連携

米国CDCとの研究会議資料より18



Vaccine-Safety Datalink
mRNAワクチン接種によりNon-COVID mortalityの増加は無い

19



Vaccine Safety Datalink

外来診療データ

病院入院データ

患者基本情報

予防接種台帳

人口動態データ

大規模連
結データ
ベース

薬局処方
データ

検査データ
米国ACIP資料を演者改変

電子カルテへの直接
リンクと参照

20



英国での電子データ連係による迅速なワクチンの効果と副作用評価

日本ワクチン学会総会、2023年10月21-22日、静岡にて筆頭演者がセミナーで講演 21



次期パンデミックに向けて
• Pluralisticサーベイランス戦略の樹立
• 常時稼働サーベイランスの設置（ベースラ

イン）
– 水平サーベイランス

• 届出疾患サーベイランス
• 流行状況：症候群アプローチ（急性呼吸器感染症

サーベイランス、明確な分母と分子）
• クラスタ：Event-based surveillance

– 垂直サーベイランス
• 重症度：入院例、入院例におけるICU入室率、IMV

率、死亡率
• 医療負荷：全入院に占める呼吸器感染症患者の割

合
• 病原体の性状：Integrated surveillance of 

respiratory viruses of pandemic potentials
• 血清疫学調査（厚労省流行予測調査）
• すでにいくつかの研究的なものが稼働している

• Stand-by survey の定期的稼働
– Risk perceptionとBehaviour pattern：イン

ターネット及び携帯電話位置情報による把握
の準備

– Vaccine adverse events surveillance
– Vaccine Safety Datalink

• 電子的なデータ収集
– 医療機関における電子カルテからの抽出プロ

グラム
– CSVファイルにおける送信

• デジタルサーベイランス網の準備
– 地域毎に最小限項目のデジタルネットワーク
– 3文書6情報の共有項目に公衆衛生的に重要な

検査と結果、診断名を加える
– 病診連携に必要な情報があると将来便利
– 最終的に全国をつなぐためにコア・システム

を国が作って、周辺は地方に任せる
– 特区の設置による地域的なデジタルサーベイ

ランスネットワーク（米国のEIPプログラム）
• 連結可能なデータベースの設置

– 地域的電子カルテ情報
– 死亡統計
– 予防接種歴

• 一般的な項目は標準化
• 行動情報などはCDXを使用する（NIEM）

22



提言の詳細
原則 1 電子サーベイランスシステムは感染症対策に資する情報の効率的な収集を 目的とし電子化そのものを
施策の目的とはしない。
原則 2 感染症危機発生時に必要な体制は、平時と有事に連続性をもって稼働でき るものとする。
原則 3 電子サーベイランスシステムは現場の作業を支援する形で設計し、報告者 の負担を極小化する。
原則 4 収集した情報は、エビデンスに基づく意思決定につなぐとともに、迅速に アカデミアや国民へと還元
する。
原則 5 電子サーベイランスシステムは、トップダウンに設計せず、実務に合致す る部門支援システムの集合
体として構築する。
原則 6 一度デジタル入力された情報は、保健所、地方自治体、政府等の諸組織に おいて相互運用性を確保し、
二重入力が生じないシステム構成とする。

• これらを実現するために
– 感染症対策に必要となるさまざまな情報を効率的に収集し、関係諸機関間で共有し、使用可能と

するため、関連法制を整備する。
– 公的機関が組織内で感染症危機管理に関わる情報システムの企画・調達を可能にする人材育成体

制を整備する。
– 情報システムの調達を感染症危機管理の当事者が主導的に行い、組織的記憶を維持して次期調達

へと反映させる。
– 感染症対策に必要な情報の組織間での共有を確保するために、標準化あるいは用時互換可能なシ

ステムの準備体制を整備する。
– 平時より、危機に備えたさまざまなサーベイランス手法や情報技術の研究開発を促進する。 23



新型インフルエンザ等対策推進会議
ヒアリング（⾼齢者分野）

新型インフルエンザ等対策における課題

令和６年１⽉２５⽇
公益社団法⼈全国⽼⼈福祉施設協議会

副会⻑ ⼭⽥淳⼦

新型インフルエンザ等対策推進会議（第９回）
（令和６年１月25日）

資料３



１．⾼齢者施設でのコロナ対応の課題
№ 項⽬ 課題
① 施設の感染拡⼤防⽌対策 • 感染⼒が強いため多床室の施設はクラスターが発⽣しやすい。

• ガウンテクニック等の感染対策指導の徹底が必要である。
• タイミングの⼿指消毒の理解と実践（⼝腔ケア、配膳、⾷事介助等）
• PPE（個⼈防護具）の着脱⽅法、N９５マスク装着
• 医療廃棄物の取り扱いや清潔・不潔の認識が個々で異なる
• PCR検査実施により、無症状の段階で陽性者を検出できた
• ゾーニングとコホーティングをしっかり⾏う
• ⼈と物、動線を交差しないようにする
• 同室に濃厚接触者や陽性者が混在しない
• 必要物品の把握と設置を誰もができるようにする
• また、設置後最終確認する体制づくり

② 施設の⼈員体制の不⾜ • 平時の勤務体制が取れず、特に看護師の⽀援体制が困難
• ⽇々の組織的な状況把握・判断・指⽰系統の明確化が必要
• 職員のメンタルヘルス対応

③ 物品補助が必要 • マスク、ガウン、検査キット等
④ 補助⾦、⽀援⾦等が必要 • 衛⽣⽤品・感染症対策⽤品等
⑤ 経営・サービス運営の課題 • 利⽤控えや事業所の休⽌に伴い稼働率低下の⽀援が必要
⑥ 感染拡⼤防⽌体制の確⽴ • 保健所との連携・共有 2



２．施設の⾼齢者や在宅サービス⾼齢者への影響
№ 課題
① 施設療養における⽣活のリズムがかわり⾷事や⼊浴、着替え等の介護が不⼗分となり⻑期化すること

から、ADLの低下がみられ回復に時間を要する。

② 在宅サービスの利⽤者は、各事業所のサービス休⽌のためサービス利⽤ができず社会的交流やADLの
低下を招きやすい。
代替サービスが不⾜し、介護者の精神的負担・⾝体的負担が増加する。

③ 認知症⾼齢者にとっては、安静療養という点から平時よりも活動が安定せず、家族の⾯会等も減少し
レベル低下を招きやすい。

内容 要因
スキントラブル・褥瘡形成 ⼊浴中⽌（保清と保湿、⽪膚観察機会の減少）

オムツ交換・体位変換回数・離床機会の減少
⽔分・⾷事提供量低下

嚥下障害、⾷事・尿量低下 ベッド上ギャッジアップでの経⼝摂取（姿勢の保持）
⽔分・⾷事提供の低下
離床機会の減少
⽣活リズムの変化

3



№ 項⽬ 課題
① 相談体制や⼊院体制の課題 • 主治医、協⼒病院によって⼊院が困難。

• ⼊院先が決まらず施設療養となっていた。
② 検査体制 • 抗原検査やPCR検査等、⼈的体制の不⾜
③ 送迎 • ⼊院先への送迎

３．医療機関や関係機関との連携

4



４．感染拡⼤防⽌対策
№ 課題
① 平時からの計画的な体制整備、感染発⽣時の速やかな切り替えについて

• ＢⅭＰの作成を⾏う
• 各都道府県の感染予防計画及び第8次医療計画（新興感染症対策含む）を意識する

② 感染防⽌に係る環境整備、クラスター防⽌のため感染対策における物品の整備、備蓄（抗原検査キッ
ト、N９５マスク等）

③ 感染症委員会等の組織的な取り組みの強化
④ 医療機関や関係機関・市町村との連携強化の仕組み

• 感染症発⽣早期、流⾏初期、流⾏期、⼀定期間経過後等ステージに応じた⼊院、施設療養の対応等
• 感染管理認定看護師の助⾔・指導をもらう

⑤ 感染症に関する⼈材の養成及び資質の向上
• 地域の事業所・施設・関係機関との情報共有と介護職員等の感染防⽌対策リーダーの研修・育成・
充実

⑥ 感染症に関する理解と利⽤者の⼈権の尊重

5



施設内療養時における感染拡⼤防⽌策として困難なこと
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公益財団法⼈ ⽇本知的障害者福祉協会
会 ⻑ 井 上 博

知的障害者施設等における
新たな感染症発⽣時の拡⼤防⽌策等について

新型インフルエンザ等対策推進会議（第９回）
（令和６年１月25日）

資料４



今回の発表に際して・・・
【障害のある⽅の種類】
⾝体障害（視覚障害・聴覚障害・内部障害・肢体不⾃由など）
知的障害
精神障害
発達障害
難病等
●今回は、これらの中でも最も感染症予防対応が難しいと思われる知的障害のある⽅の感染症対策等
を中⼼に説明する。
●各々の障害特性が異なるため、配慮事項の細部には異なるところがあるが、障害者施設等における
感染症対策の留意点の⼤枠は、いずれの障害種別においてもほぼ同様と考えられる。
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知的障害者施設等において
新型コロナウイルス感染症対応の際に⾒えた課題１

知的障害のある⼈の場合・・・

 他者との距離感を保つことが難しく、感染を防⽌するためのソーシャルディスタンスの確保が困難な⼈が多い
 ⼿洗い、うがい、マスクの着⽤といった、基本的な感染防⽌対策をとることが難しい⼈が多
い

 感染対策のための⽣活上の制限や普段と異なる対応についての理解が難しいため、⼾惑った
り、混乱したり、状態が悪化する⼈もいる

 急な環境の変化になじむことが難しい⽅もいるため、医療機関等から⼊院を拒まれる場合がある

★知的障害のある⼈の状態像は多種多様であるため、予測のつかないことも多い

3



知的障害者施設等において
新型コロナウイルス感染症対応の際に⾒えた課題２

【居住施設等における課題】
 居住施設等（障害者⽀援施設やグループホームなど）で感染が発⽣した場合、またたくまに感染が
広がるため、速やかに感染者を⼊院させる必要がある。

 ⼀⽅で、感染した⼊所者の中には、障害特性等から⼊院治療が困難な⼈もいるため、⼀定期間居住
施設等で治療や⽀援を受けながら過ごせる場所を確保する必要がある。

 居住施設等において集団感染が発⽣した場合には、専⾨医や看護職員の派遣や、保健所等の指導な
どが⾏われる体制を整備しておく必要がある。

 集団感染が発⽣した施設の職員が⻑期的に⼊所者の⽀援にあたるには限界があることから、応援職
員を派遣できる体制にしておく必要がある。

 集団感染が発⽣した施設で⼊所者の⽀援にあたる職員は、感染拡⼤防⽌の観点から⾃宅に戻ること
が困難となるため、職員の宿泊場や職員のケアも必要である。
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知的障害者施設等において
新型コロナウイルス感染症対応の際に⾒えた課題３

【⾃宅で暮らす障害者の課題】
 ⽀援を受けながら⾃宅で暮らす知的障害のある⼈については、家族や主たる介護者が感染した場合、
⾃宅での暮らしを維持することが困難になる。

 ⾃宅で暮らす障害者についても、近隣で感染が蔓延した場合に、障害者を⼀時的に⽀援する場所の
準備が必要となる。

【その他】
 集団感染防⽌のための予防対策として、すべての障害福祉従事者は、最低限、サージカルマスクや
防護服等の正しい着脱⽅法、汚染物（ウイルスの付着した物など）の処理⽅法、建物内の適切な
ゾーニングや動線などの感染症対策についての基本的な知識が必要である。

 感染拡⼤防⽌のためにも、居住系施設における個室化やユニット化は有効である。

5



新型コロナウイルス感染症による
クラスターが発⽣した知的障害者⼊所施設からの報告

衛⽣資材︓感染が発⽣すると衛⽣資材は⼀気に消費されてしまい、調達まで⼿が回らなかったので、
衛⽣資材は少なくとも⼀定期間は耐えうる量を備蓄しておいた⽅が良い。
衛⽣資材は利⽤者の⽣活場⾯とは動線の異なる保管場所に保管したほうが良い。

⾏動履歴の把握︓感染が疑われる職員・利⽤者については、２⽇前までの⾏動履歴を確認する。
感染症が発⽣した時点で、以下の⽀援の際の距離感などを把握しておくと良い。
➡マスクの着脱、⾷事・排せつ・オーラル・⼊浴⽀援場⾯等の対応時間と位置関係など

療養対応︓保健所の指導に基づくゾーニングを⾏い、罹患者・濃厚接触者・⽀援者を区分する際に、
⾊テープでのゾーニングや垂⽊を柱としたビニールシート製の壁の設置等によって空間
を分けたことで、衛⽣資材の装着・破棄ゾーンが明確化でき感染予防に寄与した。

状況把握︓⼊所者の既往歴、服薬、喫煙歴など、重症化リスクとなる事項は事前に共有しておくと良い。
各種連携︓法⼈内、保健所、⾃治体、医療機関等と逐次連携し、物資や応援職員の派遣、医師からの

的確なアドバイスなどを受けることができ、⼼強かった。
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知的障害関係施設における
感染拡⼤防⽌策を講じる際のポイント（案）

知的障害のある⼈が⼊所する施設等においては、新たな感染症の感染拡⼤防⽌への
対策として、平時から感染症へ対応するための準備や取組が必要となる。
・⾃治体や関係機関や医療機関等との連携体制や⼤規模感染発⽣時の勤務体制の構築
・想定される衛⽣⽤品等の備蓄やフレキシブルに使⽤できる部屋等の確保等

新たな感染症等が発⽣した場合には、障害福祉施設における事業継続が困難となる
ことが予測されるため、あらかじめBCPを策定しておくことが必要である。

BCPには、少なくとも以下について明記しておく必要がある。
・⾃治体や保健所、関係機関等への報告連絡と頻回な情報共有と連携体制
・⼤規模感染時の職員の勤務体制（ローテーションと振り分け）
・応援職員の確保の⽅法（⼤規模感染時や職員の感染時など）
・施設のゾーニング、利⽤者家族や外部の者との接触のルールなど
・必要な備品・衛⽣⽤品の確保（備蓄）

感染拡⼤防⽌のため、個室化やユニット化の推進が望まれる。 7



子どものこころとCOVID-19

国立成育医療研究センター こころの診療科

田中恭子

1

新型インフルエンザ等対策
推進会議（第９回）
（令和６年１月25日）

資料５



１． コロナがもたらした子どもの心への影響
① 海外の状況：文献レビューから
② コロナ×こども本部の縦断調査から

２． コロナ禍と我が国の子どものメンタルヘルス
①子どもの自殺
②虐待
③不登校
③摂食障害
④コロナ後遺症？

３． 感染症拡大時における子どもの心身を守るために

内 容

2



本スライドは石塚一枝先生よりお借りしました。 3



本スライドは石塚一枝先生よりお借りしました。 4



本スライドは石塚一枝先生よりお借りしました。 5



本スライドは石塚一枝先生よりお借りしました。 6



本スライドは石塚一枝先生よりお借りしました。 7



• 国立成育医療研究センター社会医学研究部・こころ
の診療部を中心とした研究者・医師有志の集まり。

• 「コロナ×こどもアンケート」調査を通して、こどもと保
護者の生活と健康の現状を明らかにすること、問題
の早期発見や予防・対策に役立てること、こどもたち
と保護者の安全・安心につながるような具体的な情
報を発信することを目的として結成されました。
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児童生徒の自殺者数
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自殺者数の推移

自殺者総数・男女別の推移 小・中・高生の自殺者数の推移

◼ 自殺対策基本法が成立した平成18年と、コロナ禍以前の
令和元年の自殺者数を比較すると、自殺者総数は37%減、
男性は38%減、女性は35%減となった。
（H18 32,155人 → R１ 20,169人）

◼ 令和４年には、自殺者総数が前年を上回り、21,881人とな
った。また、男性の自殺者数が13年ぶりに増加し、女性
の自殺者数が３年連続で増加した。

◼ 小中高生の自殺者数は、増加傾向となっている。

◼ 令和４年には、過去最多の514人となった。

※警察庁「自殺統計」より厚生労働省自殺対策推進室作成

499

473

514

339

314

354

146
148

143

14

11
17

0

100

200

300

400

500

R4(2022)

R3(2021)

R2(2020)
R1(2019)

H
3
0(2018)

H
2
9(2017)

H
2
8(2016)

H
2
7(2015)

H
2
6(2014)

H
2
5(2013)

H
2
4(2012)

H
2
3(2011)

H
2
2(2010)

H
2
1(2009)

H
2
0(2008)

H
19(2007)

H
1
8(2006)

H
1
7(2005)

H
1
6(2004)

H
15(2003)

H
1
4(2002)

H
1
3(2001)

H
1
2(2000)

H
11(1999)

H
1
0(1998)

H
9
(1997)

H
8
(1996)

H
7(1995)

H
6
(1994)

H
5
(1993)

H
4
(1992)

H
3(1991)

H
2
(1990)

H
1
(1989)

S63(1988)
S62(1987)

S61(1986)
S60(1985)

S59(1984)

S58(1983)
S57(1982)

S56(1981)

S55(1980)

小中高生

中学生

高校生

小学生

24,391

32,863

32,155

20,169

21,081

21,007

21,881

22,813

14,078

14,055

13,939

14,746

9,342

6,091

7,026

7,068

7,135

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

R4(2022)
R3(2021)
R2(2020)
R1(2019)
H
3
0(2018)

H
2
9(2017)

H
28(2016)

H
2
7(2015)

H
2
6(2014)

H
2
5(2013)

H
24(2012)

H
2
3(2011)

H
2
2(2010)

H
2
1(2009)

H
2
0(2008)

H
1
9(2007)

H
1
8(2006)

H
1
7(2005)

H
1
6(2004)

H
15(2003)

H
1
4(2002)

H
1
3(2001)

H
1
2(2000)

H
11(1999)

H
1
0(1998)

H
9
(1997)

H
8
(1996)

H
7
(1995)

H
6
(1994)

H
5
(1993)

H
4
(1992)

H
3
(1991)

H
2(1990)

H
1
(1989)

S63(1988)
S62(1987)

S61(1986)
S60(1985)
S59(1984)
S58(1983)
S57(1982)
S56(1981)
S55(1980)
S54(1979)
S53(1978)

総数

男性

女性

1
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2020年には

499人の児童生徒が

自殺で亡くなっている

警察庁「自殺統計」より
13



１人の自殺者の背後には

もっと多くの自殺未遂者や

自殺念慮者がいる
14
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2023 年 11 月 14 日 
国立成育医療研究センター プレスリリースより抜粋
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こころ×子ども メール相談

大人から暴力や暴言
を受けている

18歳までの子どもたちへ。
悩みや困りごと、一人で抱えないで。

私たちと一緒に考えましょう。
連絡先：国立成育医療研究センター

メールアドレス：kodomo-liaison@ncchd.go.jp

▽受付期間
●2020年12月29日～2022年6月31日 土日祝日 15:00～22:00

いじめを受けた、
いじめをみかけた

生きているこ
とがつらい

居場所がない、
だれも聞いてく
れない・・

＊本相談は診察ではございません。必要な時は受診をお勧めしております。

22



メール相談者年齢別内訳

2名, 1%
24名, 10%

49名, 21%

49名, 20%

5名, 2%

22名, 9%

89,名 37%

小学校低学年（1～3年）

小学校高学年（4～6年）

中学生

高校生

大学生以上

保護者

不明

受信総件数 202012月末～2022年3月末

882件

23



相談内容（※のべ相談件数）

80件, 15.7%

18件, 3.5%

1件, 0.2%

44件, 8.6%

15件, 2.9%

14件, 2.7%

35件, 6.9%

1件, 0.2%
41件, 8.0%23件, 

4.5%

8件, 1.6%

1件, 0.2%

37件, 7.3%
2件, 0.4%

46件, 9.0%

8件, 1.6%

38件, 7.5%

8件, 1.6%

6件, 1.2%

3件, 0.6%

1件, 0.2%

2件, 0.4%
1件, 

0.2% 5件, 1.0%

72件 14.1%

こころの症状
からだの症状
自殺
希死念慮
自傷行為
学校関係
いじめ
体罰
不登校
学習の悩み
摂食（給食）問題
恋愛
友人関係
家族関係
親子関係
きょうだい関係
虐待
新型コロナウイルス感染症
LGBTQ

発達障害
盗癖
性被害
他害
トラウマ
その他

第1位93件，15.7％

第3位53件，8.6％

第2位59件，9.0％
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コロナ禍と子どものメンタルヘルス

他害

過食

ひきこ
もり拒食

身体化

Bio

Psycho-
Social

慢性疾患

発達障害

体力

免疫力

コロナ感染

社会・生活様式の変化 家族の葛藤・対立
家族や親族の死別や離別

スティグマ

対人交流の減少

相談先の減少
援助希求の低さ

ネガティブな感情に対する対処スキルの不足

ストレスとトラウマに対するケアの不足

症状として顕在化

対処スキルを育てる
機会・教育の不足

自傷

25



Prevention だけでなく Promotion の介入を
（予防） → （より良い発達促進）

支点
子どもの気質・
レジリエンス

良いアウトカム

負のアウトカム

リスク要因 (ACEs)
社会経済的要因
逆境体験など 保護的要因

(PCEs)
良好な親子関係、
学校・地域の
サポート

①虐待やトラ
ウマによる
負の影響を
減らす介入

②保護要因を
増やす介入

③レジリエンス
を高める介入 本スライドは山岡祐衣先生よりお借りしました。
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ライフコース

における

逆境体験を

予防していく

妊娠前
妊娠期

出生

乳幼児期

未就学児

学童期

思春期

成人期

Bhutta, et al. Nature Medicine (2023)を
もとに改変

低栄養
精神疾患
身体疾患

早産
低体重

不適切な
関わり

虐待
ネグレ
クト

やせ
肥満

事故

喘息など
慢性疾患

いじめ

障害

孤立
孤独

予定外の
妊娠

様々な
逆境体験

妊婦検診

産後うつ

適切な
栄養

産後ケア

乳幼児
健診

家庭訪問
予防接種

介入の
チャンス

ペアトレ

保育
サービス

療育
発達支援

学校

教育
システム

生活習慣

コーピン
グスキル

雇用
安定的な
人間関係

世代間連鎖を防ぐ

母乳
ミルク

本スライドは山岡祐衣先生よりお借りしました。
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コロナ禍をばねに今求められること

健診による子どもの成育環境への早期介入（1か月健診・5才児健診を内実あるものに）

子どもの自殺リスク・虐待を減らす取り組みの強化：SSNRの促進・ペアレンティング

メンタルヘルスケア教育＠学校の促進（ストレスコーピングや援助希求、ゲートキーパー研修など）

子どものメンタルヘルスにおける連携（教育・福祉・医療、職種など）

かかりつけ小児科医におけるメンタルヘルスケア（バイオサイコソーシャルの視点）

子ども自身が使えるメンタルヘルス相談の拡充（SNSなど）

子どもの最善の利益優先・子どもアドボカシーの視点をベースに

28



コロナ禍をばねに、子どものレジリエンス向上

子どもアドボカシーの精神で
成育環境へ

• 自治体や国で支援、
エンパワメント

• 関わる大人への支援、連携
• 機関ごと・施設間
• 拠点病院として、など

子ども自身へ

• 情報提供
• 大人から子どもへ
• 子どもから大人へ
• 子どもから子どもへ

• 情報共有

声を上げにくい
子どもたちへの支援

子どもの成育環境

かかりつけ
小児科医

教育機関

福祉機関家庭

まず、子どもの生活に近い
家庭・教育、福祉現場・
かかりつけ医へ

子ども自身に、成育環境に、双方に働きかけること
29



資料作成にご協力くださった方々

石塚一枝先生（国立成育医療研究センター社会医学研究室）

半谷まゆみ先生

山岡祐衣先生（東京医科歯科大学国際健康推進医学分野）

コロナ×こども本部
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参考資料

自殺月別件数と対策

学校における暴力の件数

子どものこころ拠点病院からのプレスリリース

子どもの権利に関するアンケート
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令和５年８月17日現在
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１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

平成31年（令和元年） 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

32※令和４年は確定値、令和５年は暫定値 資料：警察庁自殺統計原票データより厚生労働省自殺対策推進室作成

（人）

小中高生の自殺者数の最近の動向（①月別総数）
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１ 事業の目的

自殺対策に関する調査研究等の体制拡充

令和６年度概算要求額 6.0億円（4.9億円）※（）内は前年度当初予算額

実施主体：厚生労働大臣指定調査研究等法人 「いのち支える自殺対策推進センター」 補助率 ：10/10

●自殺対策の一層の充実を図ることを目的として、「自殺対策の総合的かつ効果的な実施に資するための調査研究及びその成果の活用等の推進に関する法律」に基

づき、「一般社団法人いのち支える自殺対策推進センター（JSCP）」が厚生労働大臣指定調査研究等法人として指定されている。

●令和４年の小中高生の自殺者数が令和２年を越えて過去最多の５１４人となったことを踏まえ、こどもの自殺対策緊急強化プラン（令和５年６月２日決定）や、自殺

総合対策大綱（令和４年10月14日閣議決定）を踏まえた取組等を推進するため、指定調査研究等法人の取組、体制を強化する必要がある。

２ 事業の概要・スキーム

〇こどもの自殺対策の強化【新規】
（１）こどもの自殺に関する情報収集・調査分析の体制強化

こどもの自殺対策の推進に必要なデータ等を収集・分析する体制を強化するため、情報収集・調査分析を担当する職員を増員する。

（２）こども・若者の自殺危機対応チーム事業に取り組む自治体への支援の強化等
こども・若者の自殺危機対応チームを設置し、運営する自治体への支援を強化するため、担当職員を増員するとともに、事例の収集・整理、ガイドラインの策定に向
けた検討等に要する経費を拡充する。

（３）自殺未遂者に対する地域における包括的支援モデル事業に取り組む自治体への支援の強化等
自傷・自殺未遂レジストリに登録された自殺未遂に関する情報の調査分析を実施し、より有効な自殺未遂者支援に活用するため、担当職員を増員するとともに、自殺
未遂者に対する地域における包括的支援モデル事業に取り組む自治体数の拡充を踏まえ、それらの自治体に対する研修の実施に要する経費を拡充する。

〇指定調査研究等法人における体制の拡充 【新規】
（４）著名人の自殺報道等への対応の強化

著名人の自殺報道等について、手段や場所等の詳細を報じることは、その内容や報じ方によってはこどもや若者、自殺念慮を抱えている人に強い影響を与えかねないた
め、担当職員の増員や自殺報道に関する勉強会の開催等により、WHO発行の『自殺報道ガイドライン』を踏まえた報道が実施されるよう、対応を強化する。

（５）自殺対策に取り組む自治体、民間団体への支援等の強化
自治体職員向けeラーニングの運用及び研修内容の充実、都道府県自殺対策プラットフォームの構築に取り組む自治体職員や自殺対策に取り組む民間団体関係者に
対する研修の企画、実施等に要する経費を確保する。

（６）海外への情報発信、海外の取組の情報収集等を通じた国際連携の推進

日本の自殺対策の取組についての国際的な発信、海外の自殺対策の情報収集等を行い、国際連携の推進を図るため、外国旅費等の経費を拡充する。

３ 実施主体等

17
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ゲートキーパーの推進について

、 、 、 人のことです。

「ゲートキーパー」とは…
悩んでいる人に 、

気づき・声かけ

家族や仲間の変化に
気づいて、声をかける

傾 聴 つなぎ

本人の気持ちを尊重し、 早めに専門家に相談
耳を傾ける するように促す

見守り

温かく寄り添いながら、
じっくりと見守る

＜普及促進に向けた主な取組＞

⚫ 厚生労働省ホームページ「ゲートキー
パーになろう！」の設置

※ 「青年期向け」、「大人向け」と、年代に応じてわかり
やすく説明。

※ ゲートキーパーを支援するためのページも新設。 自殺総合対策大綱
において、国民の約

● 各自治体でのゲートキーパー養成研修 ３人に１人以上が

ゲートキーパーにつ

⚫ 厚生労働省Ｔｗｉｔｔｅｒでの呼びかけ いて聞いたことがあ

るようにすることを目
指している。

⚫ 自殺予防週間等における、全国での広
報ポスター掲示、動画広告の配信 ➤令和３年度自殺対

策に関する意識調査
（厚生労働省自殺対

⚫ 政府広報との連携による周知 策推進室）における
※ インターネットバナー広告、ラジオ番組、ＢＳ番組 認知度は12.3％

＜各自治体における研修の実施状況＞

⚫ 令和３年度 約18万5千人

※各自治体からの報告を自殺対策推進室において集計。

※オンラインによる研修受講や研修動画の視聴を含む。

受講対象者の属性

その他
372 行政職員

666

地域市民
497

職能団体等
230

児童委員 ボランティア団体
274 179

民生委員
383

※数値は対象にしている都道府県と市町村の合計

※上記のうちどれか1つができるだけでも、悩んでいる方にとっては大きな支えになります。
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自殺のサイン

参考：文部科学省「教師が知っておきたい子どもの自殺予防」

● 集中力の低下、成績の低下
● 不安、イライラ
● 投げやりな態度
● 身だしなみに無頓着
● 睡眠時間の変化
● 食欲不振、体重減少
● 交友関係の問題

（孤立、いじめ、非行）
● 不登校、引きこもり
● 自殺について話したり

自殺の計画を立てたりする

・・・など
35
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2023 年 11 月 14 日 
国立成育医療研究センター プレスリリースより抜粋
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こどもの権利（けんり）について考えよう！

こどもの意見・希望調査

かんが

いけん きぼう ちょうさ 1/21
3/31まで

このアンケートは、小学校1年生から高校3年生相当（6歳から18歳）の

みなさんが対象です。

アンケートでは、こどもの権利、困りごとや悩みごと、

おとなに伝えたいこと、改善してほしいと考えていることなどをお聞きします。

みなさんの気持ちや考えを、おとなに伝えるために

ぜひ、ご協力をおねがいします！

あんけーと しょうがっこう ねんせい こうこう ねんせいそうとう   さい さい

たいしょう

あんけーと けんり こま なや

つた かいぜん かんが きき

きも かんが つた

きょうりょく

こどもの

権利って

なあに？

けんり

アンケートに答える
こた

右のQRコードから答えられるよ

インターネットに下のURLを入れても答えられるよ

https://forms.gle/nBW8ihBsL5S3YMbL9

みぎ きゅーあーるこーど こた

いんたーねっと した ゆーあーるえる こた

★誰が答えた内容かわからないようになっています。

★ あなたがどう答えたのか、誰かに知られることはありません。

だれ  こた ないよう

こた だれ し

38
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財源：成育医療研究開発費２０２1B-16 （研究代表者：田中恭子）

あなた自身が社会にあったらいいと思う相談場所
じしん  しゃかい おも そうだんばしょ 

41名（36.6%）

71名（63.4%）

45名（40.2%）

81名（72.3%）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

子ども専用のからだのことを相談できる場所（相談

窓口、SNSなどの相談、メール相談）

子ども専用のこころのことを相談できる場所（相談窓

口、SNSなどの相談、メール相談）

子ども専用の家族のことを相談できる場所（相談窓

口、SNSなどの相談、メール相談）

いじめ、進学や勉強などを相談できる場所（相談窓

口、SNSなどの相談、メール相談）

子ども専用のこころのことを相談できる場所（相談
窓口、SNSなどの相談、メール相談）

いじめ、進学や勉強などを相談できる場所（相談窓
口、SNSなどの相談、メール相談）
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こども期の肯定的な体験
Positive Childhood Experiences (PCEs)

Bethell, et al (2019) JAMA Pediatrics https://www.aussiedeafkids.org.au/site/user-assets/Child-Safeguarding-7PCEs.pdf
本スライドは山岡祐衣先生よりお借りしました。
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Toxic Stressによる影響を防ぐためのSSNRとは

• 子どもに安全で安定した育成的な関係 (SSNR) を促進することが重要

• 幼少期の肯定的な体験はその後の人生の転帰の改善と関連する

• 例えば、積極的で応答的な養育者、絵本の読み聞かせ、質の高い幼児教育、発達に適し
た遊びの機会、好ましい関係性の経験は子どもに良い影響を与える。

安心
Safe

安全
Stable

養育的な
Nurturing 関係性

Relationship

参考文献：
Garner A, Yogman M. Preventing 
Childhood Toxic Stress: Partnering With 
Families and Communities to Promote 
Relational Health. Pediatrics.
2021;148
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